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常滑市債権管理基本方針 

平成25年1月 

１．趣 旨（１ｐ） 

 市の各種債権について、市民の負担の公平性を確保し全庁的に共通認識を持って債権管

理の適正化を図ることを目的に、債権管理に係る基本方針を定めることとする。 

 

２．現状と課題等（１ｐ） 

（（（（１１１１））））債権債権債権債権のののの現状現状現状現状    

 市の債権管理については、各担当課等において適切な収納に努めているが、債権の一部

において滞納が生じており、さらなる収納率向上に取り組んでいる。 

（（（（２２２２））））課題等課題等課題等課題等    

①統一ルールの整備 

②効率的・効果的な債権管理方法の検討 

 

３．債権の分類（２～３ｐ） 

（（（（１１１１））））強制徴収公債権強制徴収公債権強制徴収公債権強制徴収公債権（（（（滞納処分規定滞納処分規定滞納処分規定滞納処分規定のあるのあるのあるのある公法上公法上公法上公法上のののの債権債権債権債権））））    

  市税、国民健康保険税、後期高齢者保険料、介護保険料、保育園保育料など 

（（（（２２２２））））非強制徴収公債権非強制徴収公債権非強制徴収公債権非強制徴収公債権（（（（滞納処分規定滞納処分規定滞納処分規定滞納処分規定のないのないのないのない公法上公法上公法上公法上のののの債権債権債権債権））））    

  幼稚園授業料、農業集落排水施設使用料、公の施設使用料など 

（（（（３３３３））））私債権私債権私債権私債権（（（（滞納処分規定滞納処分規定滞納処分規定滞納処分規定のないのないのないのない契約契約契約契約等等等等私法上私法上私法上私法上のののの債権債権債権債権））））    

市営住宅使用料、水道料金、市民病院診療費、学校給食費など 

 

４．債権管理の流れ（４～６ｐ） 

（（（（１１１１））））基本的基本的基本的基本的なななな債権管理債権管理債権管理債権管理のののの流流流流れれれれ    

 ①債権の発生（賦課処分、契約、納入の通知等） 

 ②日常の債権管理（台帳管理、納期内納付促進等） 

  ～納期限の到来（完納 又は 滞納債権の発生）～ 

 ③滞納債権の回収（督促、催告、納付相談、財産調査、滞納処分又は強制執行） 

 ④債権の消滅（時効期間の満了、滞納処分執行停止3年間継続又は即時消滅、放棄） 

⇒会計上の不納欠損処理 

（（（（２２２２））））督促督促督促督促とととと催告催告催告催告    

①①①①督促督促督促督促についてについてについてについて    

 法令に基づく行為。時効が中断され強制徴収公債権では滞納処分の前提条件になる。 

②②②②催告催告催告催告についてについてについてについて    

自主的な納付を促すための請求行為。滞納処分の前提条件にはならず、時効の中断の

ためには催告後6ヶ月以内に法的手続を実施する必要がある。 

（（（（３３３３））））滞納処分滞納処分滞納処分滞納処分とととと強制執行強制執行強制執行強制執行    

①①①①滞納処分滞納処分滞納処分滞納処分（（（（強制徴収公債権強制徴収公債権強制徴収公債権強制徴収公債権））））    

督促・催告等に応じない債務者に対し、差押え等“滞納処分”による債権回収を行う。 

②②②②強制執行強制執行強制執行強制執行（（（（非強制徴収公債権及非強制徴収公債権及非強制徴収公債権及非強制徴収公債権及びびびび私債権私債権私債権私債権））））    

 督促・催告等に応じない債務者に対しては、裁判所への支払督促の申立て等を通じて 

“強制執行”による債権回収を行う。 
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５．債権の時効（７～８ｐ） 

（（（（１１１１））））債権債権債権債権のののの時効時効時効時効        

①①①①公公公公債権債権債権債権（強制徴収公債権及び非強制徴収公債権） 

時効期間が満了することにより、時効の援用なしに債権が消滅する。 

②②②②私債権私債権私債権私債権    

時効期間が満了し、時効の援用がなされることにより債権が消滅する。 

（（（（２２２２））））時効時効時効時効のののの中断中断中断中断    

 時効の満了により市の債権が消滅することを防ぐためには、地方税法や地方自治法上

の「督促」等の他、民法で定める以下の事由により時効を中断させる必要がある。 

（（（（３３３３））））時効時効時効時効のののの中断中断中断中断事由事由事由事由（（（（民法民法民法民法１４７１４７１４７１４７条条条条））））    

①請求（裁判上の請求、支払督促、和解・調停の申立、催告等） 

②差押え、仮差押え又は仮処分（不動産競売、財産の処分禁止等） 

③承認（借金を認める行為、分割支払書類への押印、借金の一部返済等） 

（（（（４４４４））））主主主主なななな市市市市のののの債権債権債権債権のののの時効時効時効時効    

①強制徴収公債権 

市税（5年）、国民健康保険税（5年）、後期高齢者保険料（2年）、介護保険料（2年）、 

保育園保育料（5年）、下水道使用料（5年）、下水道事業受益者負担金（5年） 

②非強制徴収公債権 

幼稚園授業料（5年）、農業集落排水施設使用料（5年）、公の施設使用料（5年） 

③私 債 権 

市営住宅使用料(5年)、水道料金（2年）、市民病院診療費（3年）、学校給食費（2年） 

 

６．法的手段の検討（９～１５ｐ） ○対象債権：非強制徴収公債権 及び 私債権 

Ａ：Ａ：Ａ：Ａ：少額訴訟少額訴訟少額訴訟少額訴訟 

（（（（１１１１））））手続手続手続手続のののの特徴特徴特徴特徴    

・簡易裁判所へ 60 万円以下の金銭の支払を求める手続 

・１回の審理で判決 

・安価な費用（請求金額 60 万円の場合で約 11 千円） 

・同一簡易裁判所での利用回数は、年間 10 回までに制限 など 

（（（（２２２２））））行政行政行政行政がががが実施実施実施実施するするするする場合場合場合場合のののの課題等課題等課題等課題等    

地方自治法上の「訴えの提起」に該当するため、議会の議決が必要となる。 

Ｂ：Ｂ：Ｂ：Ｂ：支払督促支払督促支払督促支払督促 

（（（（１１１１））））手続手続手続手続のののの特徴特徴特徴特徴    

・金銭等の請求について、債権者の申立により裁判所から督促状を発付する手続 

・請求金額の制限なし（簡易裁判所の取扱いは140万円以下） 

・書面審査のみで、裁判所への出頭は不要。早くて１ヶ月余で 強制執行手続が可能 

・通常の裁判の半額以下の安価な費用（10万円以下の債権の場合2,400円） 

（（（（２２２２））））行政行政行政行政がががが実施実施実施実施するするするする場合場合場合場合のののの課題等課題等課題等課題等    

手続中、“異議”を申立てられた場合には地方自治法上の「訴えの提起」に該当する

ため、議会の議決が必要となる。 

 

◎◎◎◎    法的手段法的手段法的手段法的手段にににに係係係係るるるる今後今後今後今後のののの対応対応対応対応    ～「～「～「～「支払督促支払督促支払督促支払督促」」」」のののの活用活用活用活用～～～～    
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７．外部委託の検討（１６～１９ｐ） 

（（（（１１１１））））外部委託外部委託外部委託外部委託のののの想定業種想定業種想定業種想定業種についてについてについてについて    

①弁護士、②認定司法書士、③債権回収会社（サービサー）、④一般民間事業者 

（（（（２２２２））））外部委託外部委託外部委託外部委託のののの内容等内容等内容等内容等についてについてについてについて（（（（想定想定想定想定））））    

区分 委託内容等 費用 

Ａ

：

非

法

律

事

務 

①自主的納付の呼びかけ（コールセンター業務）等 

・電話による納付案内を平日、夜間及び土日祝日に実施 

・その他、法律事務に係る補助業務（督促状・催告書の作成、

送付等） 

業務内容による

委託手数料等を

支払 対象債権 

強制徴収公債権、非強制徴収公債権、 

私債権 

委託可能業種 

弁護士、認定司法書士、債権回収会社（サー

ビサー）、一般民間事業者 

督促（行政処分のため外部委託不可） 

Ｂ

：

法

律

事

務 
 

②納付の請求（催告）・納付相談 

・催告書の送付や電話による納付の請求行為 

 ・支払い約束日の設定、支払の相談等 

契約により回収

できた債権額の

うち一定割合（３

割等）を成功報酬

として支払 

対象債権 

強制徴収公債権、非強制徴収公債権、 

私債権 

委託可能業種 弁護士、認定司法書士（140 万円以下） 

Ｃ

：

法

的

手

続 

③簡易裁判所における法的手続 

・悪質な債権について支払督促等法的手続を実施 
業務内容による

委託手数料等を

支払 

対象債権 非強制徴収公債権、私債権 

委託可能業種 弁護士、認定司法書士（140 万円以下） 

    

（（（（３３３３））））委託委託委託委託にににに関関関関するするするする今後今後今後今後のののの対応等対応等対応等対応等    

Ａ：Ａ：Ａ：Ａ：非法律事務非法律事務非法律事務非法律事務    

○主な委託想定先：一般民間事業者 

○今後の対応： 

債権の性格や費用対効果を見極めながら委託を検討 

Ｂ：Ｂ：Ｂ：Ｂ：法律事務法律事務法律事務法律事務    

○主な委託想定先：認定司法書士  

○今後の対応： 

回収が困難な債権に関する委託を検討 

Ｃ：Ｃ：Ｃ：Ｃ：法的手続法的手続法的手続法的手続    

○主な委託想定先：認定司法書士 

○今後の対応： 

委託料等の費用が不要な職員による内部実施を検討 
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８．債権の放棄等（２０ｐ） 

滞納債権は、公平性確保のためにも全額回収することを原則とするが、回収が不可能と

認められる滞納債権については、効率的・合理的な管理のため、以下のとおり取り扱う。 

（１）非強制徴収公債権及び私債権の放棄：適切な手順を踏んで放棄を行う。 

（２）強制徴収公債権の消滅：時効期間の満了や滞納処分の執行停止を経て消滅する。 

※債権の放棄（権利を放棄すること）は、地方自治法96条1項10号により、条例等に特別の定めがあ

る場合を除き議会の議決事件として規定されている。 

〇債権放棄を想定する状況（非強制徴収公債権及び私債権） 

(１) 消滅時効に係る時効期間が満了したとき。 

(２) 債務者が著しい生活困窮状態、資力の回復が困難、債権の回収見込みがないとき。 

(３) 債務者が死亡し、その相続財産の価額が債権等の金額に満たないとき。 

(４) 破産法等の規定により、債務者が当該私債権等の責任を免れたとき。 

(５) 強制執行等の手続後も債務者が無資力で資力の回復が困難なとき。 

(６) 徴収停止の措置後相当の期間を経過後も債務者が無資力で資力の回復が困難なとき。 

 

９．滞納情報の取扱い（２１ｐ） 

強制徴収公債権に係る滞納者の情報については、個人情報の保護に留意しながら、平成

19年3月27付の総務省通知「地方税の徴収対策の一層の推進に係る留意事項等について」

に基づき、必要に応じて庁内における滞納情報の共有を図ることとする。  

非強制徴収公債権及び私債権については、上記総務省通知の対象外のため、これまでど

おり各課の情報により対応していく必要がある。 

 

１０．円滑な債権回収の実施に向けた環境整備（２２ｐ） 

（（（（１１１１））））常滑市債権管理条例常滑市債権管理条例常滑市債権管理条例常滑市債権管理条例のののの制定制定制定制定    

統一的かつ継続的に適正な債権管理ができる環境整備のため、関係法令を整理し、債権

管理、回収、放棄及び議会への報告等について定めた「常滑市債権管理条例」を制定する。 

（（（（２２２２））））訴訟手続訴訟手続訴訟手続訴訟手続にににに係係係係るるるる議決議決議決議決にににに関関関関するするするする課題課題課題課題へのへのへのへの対応対応対応対応    

より円滑な債権管理のため、市議会に対して「市長の専決事項の指定について（昭和５

２年１２月２２日議決）」に訴えの提起等に関する項目追加を依頼する。 

（（（（３３３３））））債権回収債権回収債権回収債権回収にににに係係係係るるるる法的手続法的手続法的手続法的手続のののの専門組織専門組織専門組織専門組織のののの検討検討検討検討    

 悪質な滞納債権に係る法的手続を集約実施する組織として、将来的に「債権回収対策室

（仮称）」の設置を検討する。 

 

１１．債権回収に係る今後の方針（まとめ）（２３ｐ） 

（（（（１１１１））））「「「「強制徴収強制徴収強制徴収強制徴収公公公公債権債権債権債権」」」」にににに関関関関するするするする対応対応対応対応    

職員が督促、催告、納付相談に努め、悪質な債権に対しては滞納処分を検討・実施する。 

また、必要に応じて、納付の呼びかけや催告等について、民間への委託を検討する。 

なお、あらゆる手段を尽くしても回収不可能な債権は、時効期間満了の他、地方税法に

基づく滞納処分の執行停止３年間継続又は即時消滅をもって消滅する。 

（（（（２２２２））））「「「「非強制徴収非強制徴収非強制徴収非強制徴収公公公公債権債権債権債権」」」」及及及及びびびび「「「「私債権私債権私債権私債権」」」」にににに関関関関するするするする対応対応対応対応    

職員が督促、催告、納付相談に努め、悪質な債権に対しては支払督促を検討・実施する。 

また、必要に応じて、納付の呼びかけや催告、支払督促等法的手続について、民間への

委託を検討する。 

なお、あらゆる手段を尽くしても回収不可能な債権は、「常滑市債権管理条例」に基づ

き適切な手順を踏んで放棄することとする。 


